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抄録 ●

近年，精神障害者に対する施策の関心は，長期入院患者の地域移行・地域定着支
援に加え，精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に重点が置かれるよ
うになった．そのシステムにおいて重要な役割を果たすのが，ソーシャルワーカー
である精神保健福祉士とともに日常的な生活支援を実施するホームヘルパーであ
る．本研究では，非都市部における精神障害者に対するホームヘルプサービスの事
例分析からその課題を明らかにすることである． 6 ケースのヘルパーの実践事例分
析から，①障害特性への対応，②加齢による身体機能低下，③他事業所との支援の
役割分担，④援助者間での支援方針の不一致，⑤利用者の潜在化する意思の 5 点の
問題が明らかになった．今後社会資源が量的に不足している非都市部においてシス
テムを構築するためには，研修やスーパービジョン等によるヘルパーのスキルアッ
プとともに，相談支援事業所とヘルパー事業所間での連携強化が必要である．

Key words：非都市部 精神障害者 ホームヘルプサービス 事例分析

1．はじめに

わが国では，地域移行支援や地域定着支援，そして地域生活支援が精神障害

者施策の重要なテーマになっている．この流れは，精神保健及び精神障害者福

祉に関する法律（以降精神保健福祉法と略す）が平成 7（1995）年に成立して

以降，精神障害者の在宅福祉サービスを規定した平成11（1999）年の改正精神

保健福祉法や平成16（2004）年の「精神保健医療福祉の改革ビジョン（精神保

健福祉対策本部）」，その後期 5 か年の目標を示した平成 21（2009）年の「精
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神保健医療福祉の更なる改革に向けて（今後の精神保健医療福祉のあり方等に

関する検討会報告書）」に引き継がれてきた．

近年では，平成22（2010）年の精神保健福祉士法改正において，精神保健福

祉士の業務に地域相談支援（障害者総合支援法上の地域移行・地域定着支援）

が含められ，また平成25（2013）年の精神保健福祉法改正では保護者制度が廃

止されるとともに，医療保護入院患者に対する退院後生活環境相談員や退院支

援委員会を制度化するなど，非自発的入院患者の入院時早期からの退院支援が

実施されている．

さらに，平成29（2017）年の「これからの精神保健医療福祉のあり方に関す

る検討会」報告書では，「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築」

が掲げられ，各障害保健福祉圏域等において，保健医療福祉関係者による協議

の場を通じて，医療機関，地域援助事業者，市町村などとの重層的な連携によ

る支援体制の構築の重要性が示されている．

以上のように地域移行，地域定着のための環境整備が行われてきているが，

その成果は上がっているのであろうか．平成29（2017）年の患者調査によると，

現在わが国には約419.3万人の精神障害者がいるが，そのうち約30.2万人が精

神科病院等に入院している 1 )．これらの入院患者のうち，本来は入院治療の必

要がないものの，家族による反対や退院後に活用する社会資源が不足している

こと，また精神障害に対する偏見や差別といった社会環境的要因で入院し続け

ている，いわゆる社会的入院の患者も多数いると考えられる．平成26（2014）

年に実施された調査によるとによると精神療養病棟に入院する患者の退院見通

しについて，「現在の状態でも在宅サービスの支援体制が整えば退院可能」が

23.6％，「在宅サービスの支援体制が新たに整わずとも近い将来退院可能」が

3.5％，「在宅サービスの支援体制が整えば近い将来に退院可能」が19.0％ 2 )と

入院患者の 4 割以上に退院の可能性が見込まれており，早急に解決していくべ

き課題である．

長期入院している精神障害者の地域移行の低迷要因については，先行研

究 3 ), 4 )によって，「病院の理解協力」，「社会資源の不足」，「住居の確保」，「家

族の反対」，「本人の意欲低下」等が指摘されている．また大嶋の研究 5 )では，
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本人（精神障害当事者）の項目として，「現実認識が乏しい」，「病状が不安定」，

「家事（食事・洗濯・金銭管理等）ができない」，「退院意欲が乏しい」，家族の

項目として「家族がいないまたは本人をサポートする家族の機能が実質的にな

い」，「家族から退院に反対がある」，地域の項目として「退院に向けてサポー

トする人的資源が乏しい」，「住居確保が困難」，「日常生活を支える制度がない」

があげられている．

また筆者が平成29（2017）年に実施した非都市部における精神障害者に対す

る地域移行支援を行っている相談支援専門員を対象とした調査では，地域移行

支援における困難として，「当事者家族に関する困難」，「地域移行支援事業の

構造的問題に関する困難」，「病院支援者と地域支援者との間の協力関係で生じ

る困難」，「地域社会資源に関する困難」，「地域社会の偏見に関する困難」の 5

つが抽出された 6 )．特に「地域社会資源に関する困難」や「病院支援者と地域

支援者との間の協力関係で生じる困難」については，精神障害者の地域生活を

具体的に支えるサービスの不足とともに，病院から地域の福祉サービス利用へ

の支援の継続性や連携において困難が発生していた．

2．研究目的

地域において精神障害者を支援するサービスとして，ホームヘルプサービス

が挙げられる．精神障害者に対するホームヘルプサービスについては，平成14

（2002）年から全国的に導入されてきたが，導入以前から必要性や効果に対す

る研究が積み重ねられてきた．

全家連保健福祉研究所が平成 4（1992）年から平成 6（1994）年にかけて実

施した「地域で生活し，社会復帰活動に参加する全国の精神障害者を対象にし

た郵送調査」では，「食事の準備と料理」，「掃除，洗濯」，「家事（裁縫・料理・

家計簿）を一緒にやりながら教える」といった「家事援助サービス」項目にお

いて，必要ありの比率が39.1％，29.9％，26.4％となり，ホームヘルプサービ

スの必要性の認識の高さが示されている 7 )．

また，同じく全家連保健福祉研究所が関東関西 8 都府県のホームヘルプサー

ビスの事例調査の結果では，ヘルパー派遣でよかったことについてのヘルパー
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による評価では「日常生活が安定して営めるようになった」や「精神的な安定

がみられるようになった」「病状の安定が見られるようになった」といった項

目で「大いにある」，「少しある」との回答が70％を超えている．また利用者調

査においても，派遣でよかったことについて，「生活に必要な援助を受けられ

る」，「生活上の心配が減った」，「困ったときに相談する人ができた」，「生活す

る意欲や自信がでてきた」といった項目で高い評価になっていた 8 )．

このようにヘルパーは，精神障害者の地域生活支援の要としての役割を果た

すことになるが，もともと老人介護の領域において発達してきたホームヘルプ

サービスが精神障害者支援において抱える課題も明らかになってきている．平

成14(2002)年の名城らの調査研究では，ヘルパー事業所責任者が「利用者との

関係を良好としながらも，サービス提供の不安や悩みを抱え，それを解決する

方法がない」ことや「他機関との連携不足，精神障害に対する知識や技術不足」

を指摘していることに言及している 9 )．

また原田は平成23（2011）年に在宅高齢精神障害者に関わるヘルパーに対す

る半構造化インタビューを実施し，M-GTA による分析の結果から，カテゴリ

として「利用者の疾病や障害特徴を理解することが難しい」，「困った行動への

対処が難しい」，「ケアに対する不安や迷い」，「身近な存在だから難しい」，「ヘ

ルパーの身体的・心理的・社会的な負担」，「利用者とヘルパーを取り巻く環境

の問題」を抽出し，高齢精神障害者に対するヘルパーの支援困難感の構造を明

らかにしている10)．

今後各圏域等において構築が期待されている「精神障害にも対応した地域包

括ケアシステム」のなかでは，これまでの地域移行，地域定着支援に加え，地

域アセスメント等を実施する専門職である精神保健福祉士とともに，地域生活

をしている精神障害者に対する具体的直接，間接的な支援を実施するヘルパー

も重要な役割を果たすことが期待される．

これら法整備を踏まえたうえで，精神障害者の地域生活の継続を支援してい

く上でのホームヘルプサービスの役割は重要であり，そのヘルパーの実践上や

ヘルパー事業所が抱える課題について整理分析し，実践を円滑にするためのシ

ステムを検討することが必要であると考える．
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以上のような背景から，本研究では精神障害者に対するホームヘルプサービ

スを実施しているサービス事業所及びヘルパーが抱える問題について，事例の

質的分析から明らかにすることを目的としている．

3．研究方法

本研究では，Ａ県Ｂ圏域において障害者に対してホームヘルプサービスを実

施している事業所から困難を感じている事例を提出してもらい，その事例を分

析した．なお，Ｂ圏域の特性として，都市圏から公共交通機関にて 1 時間半程

度の距離であり，人口規模も10万人以下の二つの地方自治体によって構成され

ている．

調査にあたっては，筆者も参画しているＢ圏域自立支援協議会（以下協議会

と略す）くらし部会ヘルパー確保人材育成ワーキンググループに調査協力を依

頼した．

調査は，平成30（2018）年10月に実施した．実施場所は，Ｃ市役所に隣接す

るセンターの会議室である．事例検討会には10事業者の計18名のヘルパーと筆

者を含め 6 名のオブザーバーが参加した．検討会の時間はおよそ120分であり，

ヘルパー事業所の精神障害者支援における困難について焦点化してもらうよう

司会者に依頼した．事例検討会の内容は協議会および参加者に許可を得た上で

録音し，逐語録を作成した．その逐語録データからヘルパーが精神障害者を支

援するうえで抱える困難や事業所が抱えている課題について質的分析を実施した．

4．倫理的配慮

事例検討会実施前に，協議会において調査の概要，調査データの活用方法に

ついて説明し，承諾を得ている．なお，調査実施前も同様に調査の概要，調査

データの活用方法について口頭で説明し，参加者から承諾を得ている．また事

例報告および事例検討会での発言等についての IC レコーダーを用いての録音

については，口頭で説明し口頭で承諾を得た．なお，調査後の協議会において

事業所及びケース等が特定化されない形で報告し，調査結果の確認，情報共有

を実施している．
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5．研究結果

事例報告および当日の事例検討会で提出された事例は，事前提出事例が 9 事

例，当日参加者からの口頭による事例報告が 2 事例の合計11事例であった．な

お，本研究では，11事例のうち，表 1 に示した精神障害の 3 事例，および身体

障害と精神障害の複合の 2 事例，知的障害と精神障害の複合の 1 事例の合計 6

事例についての分析を行う．

表 1 本研究の分析対象の概要

Ａ－ 1：利用者の特徴

家族と同居している50代後半の統合失調症の女性へのヘルパー派遣である

が，支援内容は料理と掃除及び話し相手である．利用者は平日デイケアへ通院

しており，週 2 回，1.5時間の支援を行っている．家族と同居しているが，精

神的に不安定であり自責の念が非常に強い（子どもの障害は自分のせいと感じ

ている）．調子の悪い時は，ヘルパーが訪問中もパジャマのままで過ごしてい

ることがある．

テレビのホームドラマの家庭生活が平均的な生活水準と認識しているため，

それと乖離している現在の自分の生活に惨めさを感じている．
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コード 性別 年齢 障害 困難・課題

A 女 50代 精神 メンタル面での浮き沈み、同年齢のヘルパー派遣

B 女 60代 精神と身体 施設入所、施設との役割分担、廃用症候群

C 女 50代 精神 怠薬からの再発、家族の障害受容、副作用による
過鎮静

E 女 60代 精神と身体 廃用症候群、褥瘡の処置、相談員の消極性

F 女 40代 精神 購買習慣、金銭管理、ヘルパーへの固執、ペット

H 女 40代 精神と知的 主体性の欠如、感情表出への支援



Ａ－ 2：支援の問題

対人関係によって，抑うつ気分になることもある．そうなると動けなること

もあり，ヘルパーは普段から，元気になってもらえるように，そして落ち着い

てもらえるように言葉かけを考えながら支援に入っている．また，ヘルパー以

外の主要な社会資源であるデイケアの職員とも情報交換を密にしており，抑う

つ気分時等の対応について情報共有を行っている．

若い女性ヘルパーが支援に行くと自分の娘と比べてしまうことになり，気分

の落ち込みにつながることがあった．なるべく本人と年齢の近いヘルパーを派

遣し，ヘルパー自身の家庭での子どもとの体験を話題にしながら，利用者の子

どもへの思いを共感していくような配慮をしている．

Ｂ－ 1：利用者の特徴

施設に入所している60代前半の女性に対するヘルパー派遣である．手帳は身

体障害者手帳 2 級と精神障害者保健福祉手帳 3 級を取得している．精神科病院

への通院以外も難治性の疾患に罹患している．生活介護と訪問介護を利用して

いる．50歳半ばから杖歩行で，精神科病院の入院を経験してからはほとんど

ベッドの上で過ごすことが多くなり，現在は車いすへの移乗もできないくらい

ADL が低下している．

日中は起きており会話をすることが好きな人ではあるが，薬の副作用のため

にろれつが回らず，会話が困難となっている．おむつ交換と洗濯，掃除で，週

に 3 回， 1 時間の訪問をしている

Ｂ－ 2：支援の問題

施設入所者へのホームヘルプサービス派遣という特殊なケースである．ヘル

パーは，寝たきりになる前の状態のように（積極的に）支援に入りたいが，施

設側の対応について「本人が動かないで，みやすい（ケアしやすい）生活を」

という考え方になっているのでないかと疑念を抱いている．

利用者本人の思いとして，いろいろな人と話をしたいという気持ちがあるが，

同時に職員の手を煩わせてしまうことに対して罪悪感があり，職員を呼ぶこと
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を躊躇してしまっている．その結果，失禁してしまうこともある．現在はベッ

ドの上にずっと寝たきりなので，寝たままご飯を食べているのではないか，と

思うくらいシーツが汚れている．ベッドに寝たままでシーツ交換をしている．

現在入所している施設の基本的な対象者は自立しているので，施設側の業務

におむつ交換が含まれていない．そのためにホームヘルパーが入っているが，

朝夕はスポットで交換できても，適時のおむつ交換が出来るわけではなく，ま

た毎日の訪問となると事業所の人手も足りない状況である．

施設とヘルパー事業者，他のサービス事業者（日中の生活介護）との間での

役割分担だけでは解決が難しいケースである．

Ｃ－ 1：利用者の特徴

家族 4 人で，自宅で生活している統合失調症の50代女性のケースである．精

神障害者保健福祉手帳を取得している．ADL はほとんど自立しており，自動

車の運転も可能である．2ヶ月間の精神科病院への入院のあと，週に 2 回の訪

問介護を再開した．服薬管理のために，訪問看護も利用している．実母が近所

に住んでいる．

Ｃ－ 2：支援の問題

ヘルパー訪問時に，怠薬からか幻聴が生じており，幻聴と会話をしているの

か，ヘルパーと会話をしているのか分からず戸惑うことがある．また近所に住

んでいる実母が精神疾患や通院・服薬に対して否定的であるため，子どもたち

（実母からすると孫）たちにも葛藤があり，利用者の服薬や通院がばれないよ

うに気を遣いながら子どもたちも生活をしている．

薬を飲むことで過沈静状態になっている母親の様子を子どもたちが見ること

で，精神的なショックを受けることへの懸念がある．また，調子が良い状態の

利用者の様子を知っているヘルパー自身が，服薬による過沈静状態で表情が乏

しくなっていく利用者に対して違和感を持ち，支援自体に対する疑問も生じて

いる．
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Ｅ－ 1：利用者の特徴

兄と自宅において二人で生活している，60代半ばの脳梗塞の女性のケースで

ある．脳梗塞のあと統合失調症を発症しているが，身体障害者としてサービス

を受給している．朝と夕に，おむつ交換で 1 日に30分ずつホームヘルプサービ

スに入っている．X 年 5 月の退院時は手を引けば歩ける状態であったが，現

在では廃用症候群のためほとんどベッドの上で生活をされている．立膝のまま

1 日過ごすこともあり，足も痛くて伸ばせなくなっている．仙骨部に褥瘡がで

きている．1 日に朝，昼，夕の 3 回の訪問に増え，おむつ交換を中心に行って

いる．意思の疎通はできるが，言葉は少ない．

Ｅ－ 2：支援の問題

トイレに行きたいとの意思表示もあり，退院当初はトイレに誘導できるとア

セスメントを行いヘルパーを派遣していたが，日々廃用症候群によって ADL

が低下していっている状態である．現在のヘルパーの支援内容は清拭のみであ

り，入浴もできていない．ヘルパー事業所は，リハビリの導入の必要性につい

て考え相談支援専門員に対して提案している．しかしながら，年齢的に介護保

険への切り替わる時期であるとの理由（ヘルパー事業所側の認識）から現状維

持の方針をとり，支援変更に積極的に動いてくれない相談支援専門員に対して

疑問を感じている．

ヘルパー事業所は，一度相談支援専門員に現状を確認してもらうために同行

訪問を依頼したが，約束当日にキャンセルされてしまいその点でも不満が生じ

ている．

なお，褥瘡の処置についてであるが，汚れたガーゼの交換については医行為

除外項目に該当するが，褥瘡部位への軟膏塗布は医行為と解釈されている．本

ケースについては，その後行政が介入し，相談支援事業者とヘルパー事業者と

の調整を行ったとのことである．
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Ｆ－ 1：利用者の特徴

一軒家に 1 人暮らしをしているうつ病を患っている40代女性のケースであ

る．近隣にきょうだいがいるが，関係は疎遠であり支援の協力依頼ができない

状態である．当初は週に 3 回，現在は週に 2 回一緒に調理するという支援内容

で派遣を行っている．泌尿器系の疾患があり，医療機関に現地集合という形で

通院の付添いを行い，通院時には診察室にもヘルパーが同伴をしている．障害

年金が支給された日に大量に食材や調味料を購入するなど，特徴的な金銭の使

い方がある．

Ｆ－ 2：支援の問題

特定のヘルパーしか支援を受け入れてもらえないとのことで，他事業者から

送られてきたケースであるが，冷蔵庫をみない，ひきだしを開けない，物を動

かさないといった要望にヘルパーは応えており，断られたことがなく関係自体

はうまくいっている．

買い物であるが，障害年金が支給された日にまとめ買いを行うために，支給

される前になってくると必要なものの購入が困難になる．ヘルパーのキャンセ

ル料の支払いに困ることもあった．食品等を大量にまとめ買いをするために，

購入から期間が過ぎてくると食事には野菜が少なく冷凍ものが増える．冷凍し

ていた食材をレトルト食品ともに調理する等の工夫をするが，ヘルパーは栄養

に偏りがあると感じている．

ヘルパーが金銭の使い方について提案するが，今まで生活してきたルーティ

ンを変えることが困難な様子である．

また，夏場に室温が高温になっているが，エアコンだけでなく扇風機もかけ

ていない．この点についてもヘルパーが指摘するが，その後も使用していない

ことがあり，健康面（熱中症）も心配である．

ペットを飼っており，それが心の支えになっている．しかし，ペットが病気

になり治療が必要になるなど経済的な負担の要因にもなっている．ヘルパーは

利用者からペットの病気・治療についてどうしたらいいか聞かれるが，治療費

等金銭がかかることもあり返答や対応に困ることがある．
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金銭管理の困難さについて相談支援専門員には話を通しており，困っている

状況については共有できているが，現在，誰かに管理を任せるといった具体的

な話には至っていない．

診察に同伴しているが，受診時に主治医にする話がヘルパー訪問時の様子や

そこで聞く内容と異なっていることがあり，ヘルパーは訪問時以外の普段の状

況が把握できていないと感じることもある．

Ｈ－ 1：利用者の特徴

親族 3 人で一戸建てに同居している40代の女性のケースである．所持してい

る手帳は療育手帳であるが，精神科病院にも通院している．ADL，IADL と

もほぼ自立しており，ホームヘルプサービス以外にもジョブサポートや権利擁

護サービスを利用している．ホームヘルプサービスは，週 1 回の家事援助（一

緒に実施）以外に，洗髪がうまくできないため，週 1 回の入浴介助（声掛け中

心）を実施している．外出の支援が月に 1 ， 2 回ある．

Ｈ－ 2：支援の問題

気分転換をしたいということで実施している月に 1，2 回の移動支援（外出

の同伴）について，行先を利用者自身で決めることがほとんどなく，ヘルパー

に意見を求めることが多い．普段から本音がつかめないことがあり，言葉上で

は楽しかったと言っているが，それが本心かどうかわからない．家庭への訪問

時にトイレで独語（文句や怒りの感情）をぶつぶつ言っているようなことがあ

るので，ヘルパーに対して本音では話せていないのではないか，と感じている．

ヘルパーとしては，利用者が求める支援（利用者が行きたい場所に連れて行く

こと）をしたいと考えているため，利用者自身が感情や意思を出せるようにす

るためには，また利用者の本音を聞き取れるようになるためにはどうすればい

いのか考えている．

また終始このように本心を隠すことがあるので，主治医に対しても本当の状

態を伝えられているかどうか心配になっている．
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6．考察：事例から見る問題の背景と対策

①障害特性への対応

ヘルパーの支援上において，利用者自身から生じる問題である．ケースＡで

は抑うつ気分や自責感，極端な認知や対人関係スキルが，ケースＢでは薬の副

作用による過鎮静によるコミュニケーションの困難，ケースＣでは，利用者の

幻聴との会話やケースＢと同様に過沈静がみられた．ケースＦでは，こだわり

からくる要求や特徴的な購買習慣，そしてケースＨでは意思の不明瞭さがヘル

パーの困惑につながっていた．

先行研究でも「精神障害の特質や医療との関係から引き起される困難点11)」

や「利用者の疾病や障害特徴を理解することが難しい12)」，「病気についての理

解が十分でなくいつも不安がある13)」ことを指摘している．妄想や幻覚といっ

た統合失調症の陽性症状にどのような対応をすればよいのか困り，またヘル

パーが妄想等に巻き込まれることによって問題が発生すると考えられるが，今

回の調査でもケースＣのように幻聴への対処方法でのヘルパーの困惑が報告さ

れていた．

また，ケースＢやケースＣでみられた薬の副作用，すなわち過沈静であるが，

情動の平板化や意欲の減退など統合失調症の陰性症状への対応についての具体

的困難よりも，利用者の過沈静状態に対するヘルパーの受け止め方，すなわち

薬による過度のコントロールに対する疑問という形で生じていた．

ヘルパーにとって精神疾患に対する情報や知識を得る機会は多くはない．介

護職員初任者研修では精神障害特性の理解について学ぶ機会もあるが，わずか

な時間である．このようななかで，精神障害特性に配慮した支援スキルを身に

つけることは困難であると考える．ヘルパー事業所は，資格取得後も事業所内

における先輩ヘルパーからのスーパービジョン（以下 SV と略す）による教育

を受けること，継続的なスキルアップ講習等への参加の機会を保障することが

重要であると考える．また，ヘルパーが感じる過沈静状態に対する戸惑いやヘ

ルパーが抱くディレンマについて，支援をしていく上では自身の中で折り合い

をつける必要がある．SV において支持的なサポートを行うことが，バーンア
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ウトを予防するためにも重要である．

②加齢による身体機能の低下

これも先ほどと同様に，支援において利用者自身から生じる問題であるが，

精神障害以外から，また精神障害と他の身体的要因が複合して問題が生じてい

る．ケースＢおよびケースＥでは，自宅で生活していたものの，精神科病院へ

の入院を経験してからベッド上での寝たきりの生活に移行しており，入浴介護

やおむつ交換など身体的介護が必要な状態になった．これらのケースでは，介

護とともに廃用症候群予防のためにも機能訓練等リハビリテーションの必要性

が認められるケースである．

高齢者のホームヘルプサービスでは，身体介護と家事援助はとともに本来業

務である．しかしながら，精神障害者に対するホームヘルプサービスは，身体

介護や家事援助の代行支援よりも，食事の準備・調理，清掃や環境整備につい

ては，部分的支援や見守り支援になる．すなわち家事等を一緒に行い，利用者

のスキルの獲得や成長を見ていく経験をする．一方で，加齢により利用者の身

体機能が低下し，寝たきり状態になっていく過程をその支援のなかで身近に経

験する．ケースＢおよびケースＥではヘルパーが，完全な身体介護にシフトし

ていく過程での無力感や疑問を感じていた．その点について事業所は先述した

のと同様に SV 等によってフォローしていく必要があると考える．

またケースＥでは，寝たきり状態になることによって褥瘡が生じていた．ヘ

ルパーには汚れたガーゼの交換等が認められているものの，褥瘡への処置に関

する軟膏の塗布は禁止されている．褥瘡を有する利用者に対してヘルパーだけ

で支援を行うには，衛生面や安全面，また職権上において限界がある．訪問看

護や往診等の看護や医療との連携を図っていくことが重要であると考える．

③他事業所との支援の役割分担

これは，ヘルパー事業所と他の福祉サービスとの間で生じる問題である．

ケースＢは入所施設にホームヘルプサービスを派遣するといった特殊なケース

であるが，そもそも当該施設が持つ機能に介護は含まれておらず，利用者の状
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態やニーズから施設に求められる役割と施設の機能が乖離してきており，それ

をホームヘルプサービスが補完をしている．

身体介護のニーズを有している精神障害者が，介護の機能を有していない施

設に入所をせざるを得ない背景には，利用者が精神疾患をもっているという点

で施設側の入所や利用に消極的な態度，すなわち施設側による無理解や偏見等

が考えられる．介護機能をもたない施設への継続的な入所により，利用者の身

体機能の低下が進むとともに，ヘルパーが担う役割が過大になり，一事業所で

の対応ではさらに問題が生じると考える．しかしながら本調査を実施した非都

市部では，圏域において，また利用できる範囲において，精神障害者に対する

ホームヘルプサービスを実施している事業所が複数ある場合は少ない．また事

業所はあるものの，先ほどと同じ理由で精神障害者に対するサービスを積極的

に実施している事業所の数も少ない状況が考えられる．

圏域内の障害者支援施設及び介護保険施設，障害福祉サービス事業所等の連

携はもちろんのこと，各事業所に対する精神障害者に対する支援についての啓

発活動が必要であると考える．

④援助者間での支援方針の不一致

これもヘルパー事業所と他の福祉サービス事業者間で生じる問題である．

ケースＢやケースＥにみられるように，ヘルパー側は利用者の ADL の低下を

防ぐために，おむつよりもトイレでの排泄介助，入浴介助の実施やリハビリテー

ションの導入を目指していたが，ケースＢの施設側での対応やケースＥの消極

的とヘルパーから感じられる相談支援専門員の態度が，ヘルパーが考える利用

者主体の支援を実施することが困難な状況を作り出している．

本来，相談支援専門員によるサービス等利用計画による支援目標とヘルパー

事業所が各利用者に対して作成する個別支援計画の目標の方向性は一致してい

るべきである．これはケアマネジメントの実践においては原則であり，支援の

方向性を統一するために相談支援専門員とヘルパー事業所のコミュニケーショ

ンが必要不可欠である．また，障害特性や加齢による影響により，ケア目標に

齟齬が生じる場合もある．普段から接しているヘルパーだからこそわかる利用
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者の身体的側面，精神心理的側面の情報もあり，今回のケースのようにヘルパー

事業所から積極的に相談支援専門員に情報提供していくとともに，相談支援専

門員が利用者の状態に対するモニタリングを定期的に行い，ヘルパー等から情

報を収集しケア目標の再設定に活用することが重要であると考える．

⑤利用者の潜在化する意思

これは利用者の障害特性から，またヘルパーと利用者の支援者関係で生じる

問題である．統合失調症の幻覚や妄想，感情の平板化といった症状による利用

者とヘルパーとの意思疎通が困難な場合だけでなく，ケースＢのように，支援

を受けること自体への利用者本人の罪悪感や多忙な支援者に対しての遠慮か

ら，またケースＨにみられるように利用者本人のパーソナリティから利用者の

意思が潜在化してしまうことがある．

そのような状況について，ケースＨではヘルパー自らが，本当に利用者が望

んでいる支援ができているのか，と自問し利用者の本音を把握できる方法を模

索している．またヘルパーだけでなく，主治医をはじめとした他の支援者に対

しても，意思が表明できていないのではないかと懸念していた．このような利

用者の意向を尊重する援助姿勢は今日の障害者支援において重要なテーマに

なっている．

わが国では平成18（2006）年の障害者権利条約採択以降，意思決定支援の重

要性が指摘されている．平成27（2015）年の社会保障審議会・障害者部会報告

書「障害者総合支援法施行 3 年後の見直しについて」では，以下のように述べ

られている．

「障害者総合支援法においては，

・障害者が『どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保』される

旨を規定（第 1 条の 2 基本理念）

・指定事業者や指定相談支援事業者に対し，障害者等の意思決定の支援に

配慮するよう努める旨を規定（第42条，第51条の22）

するなど，『意思決定支援』を重要な取組として位置付けている14)」
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すなわち，ホームヘルプサービスをはじめ障害者総合支援法上のサービスを

行う事業者に対して，利用者の意思決定支援に配慮することを改めて明記して

いる．

また，小澤は「意思決定支援とは，障害者本人の意思が形成されるために，

理解できる形での情報提供と経験や体験の機会による『意思形成支援』，およ

び言葉のみならずさまざまな形で表出される意思を汲み取る『意思表出支援』

を前提に，生活のあらゆる場面で本人の意思が最大限に反映された選択を支援

することにより，保護の客体から権利の主体へと生き方の転換を図るための支

援である」と日本知的障害者福祉協会における意思決定支援の定義を紹介し，

「意思形成支援」と「意思表出支援」に分けてとらえている点を特徴的である

としている15)．

ここから見えてくるのは，前者はサービス利用者である障害者が意思を決定

するその前提として，支援者側がそれを可能とする機会を提供することであり，

後者は障害者からあらゆる形で表出された意思を，支援者側が汲み取る努力を

することである．すなわち支援者側には情報や経験を提供する機会を確保する

努力とともに，利用者の意思を汲み取るためのスキルを向上させる努力が必要

であろう．

平成29（2017）年に「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイド

ライン16)」が作成されたところであるが，意思決定支援の方法論だけではなく，

支援者がなぜ利用者の意思決定支援を行わなければならないのか，といったそ

の背景となる部分も含め理解した上で，サービスを行うべきである．そのため

には，ガイドラインを用いた意思決定支援についての研修等による支援者への

啓発が重要であると考える．

7．おわりに

本研究では精神障害者にホームヘルプサービスを実施する事業所及びヘル

パーが抱える問題について事例分析をおこなった．それらの問題は，利用者対

応や支援上のディレンマといったヘルパーが利用者に対して支援を行う上で生

じている問題と，利用者を取り巻く他の事業所との間で生じる問題，ケア目標
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の一貫性など支援システムにおいて生じる問題等様々である．それらの問題を

解決していくためには，ヘルパーに対して精神障害特性への対応を可能にする

スキルアップ研修や近年障害者支援の領域で重要視されている意思決定支援の

方法についての研修を実施していくことが重要である．また，日頃からの事業

所内における先輩ヘルパーによる教育的・支持的な SV がディレンマを抱える

ヘルパー個人のストレスを軽減させるとともに，支援の質の向上につながるも

のと考える．さらに圏域内における病院や相談支援事業所，他の事業所との連

携を強化し，新たな地域包括ケアシステムの構築を目指すべきである．
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The problems with home help service for people
with mental disabilities in rural areas

―From a case study analysis of home helper’s practice ―

Hirotaka ENOMOTO

Abstract

The purpose of this study is to clarify the problems with home help service

for people with mental disabilities in rural areas. In this study, we implemented

case study analysis of six home helper’s practice. As a result, it was revealed

that the 5 problems. 1. Helpers were at a loss for distinct behaviors of care

recipients, and were in a dilemma. 2. Care recipients came to have a physical

disability by aging. 3. There is a problem with role sharing between home

helpers and the other service providers. 4. The purpose of the care for

recipients is not identical among care providers. 5. Helpers didn’t grasp the

potential intention of the care recipients. Decision making support is necessary

for care recipient, but that isn’t made.

To build community-based integrated care systems for people with mental

disabilities in rural areas, it’s important that helpers receive skills training and

super vision. And the cooperation between counselors and helpers is needed.

Key Words : rural areas people with mental disability home help service

case study analysis
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